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収入の部
店舗販売事業収入　　
公共施設管理事業収入
営業外利益

107,797
7,451
2,066

収入合計 117,314
支出の部

店舗販売事業原価　　　
公共施設管理事業原価　
一般管理費
営業外費用

95,292
6,882

19,073
0

支出合計 121,247
 税引前当期利益 △ 3,933
 法人税等充当額 80

当期利益 △ 4,013

収入の部
清掃管理事業収入　　
グレステンスキ－事業収入
事業外収入
特別利益

147,056
1,363

152
0

収入合計 148,571
支出の部

清掃管理事業原価　　　
グレステンスキ－事業原価
一般管理費
特別損失

116,990
1,724

26,534
1,500

支出合計 146,748
 税引前当期利益 1,823
 法人税充当額 931

当期利益 892

令
和
３
年
度　
振
興
公
社
決
算
報
告

　
６
月
の
定
例
議
会
に
お

い
て
、（
株
）
相
生
振
興

公
社
と
（
株
）
津
別
町
振

興
公
社
の
令
和
３
年
度
決

算
が
報
告
さ
れ
ま
し
た
。

　
両
公
社
は
、
町
が
出
資

し
て
い
る
も
の
で
、
地
方

自
治
法
の
規
定
に
よ
っ
て

事
業
報
告
と
決
算
書
の
提

出
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

両
公
社
か
ら
報
告
が

あ
っ
た
概
要
を
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

相
生
振
興
公
社

津
別
町
振
興
公
社

相生振興公社損益計算書
令和3年4月1日～令和4年3月31日

単位：千円

単位：千円

　　
主
事
業
で
あ
る
「
道
の
駅

あ
い
お
い
」
の
営
業
を
中
心

に
21
年
目
を
迎
え
ま
し
た
。

　
令
和
３
年
度
は
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流

行
に
よ
る
緊
急
事
態
宣
言

や
、
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措

置
等
に
よ
り
、
時
短
営
業
、

外
出
自
粛
に
よ
る
人
出
の
減

少
等
、
大
変
厳
し
い
経
営
と

な
り
ま
し
た
。

　
そ
の
よ
う
な
中
、
全
国
的

に
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
の

接
種
が
進
ん
で
き
た
た
め
、

東
京
・
札
幌
で
の
実
演
販
売

を
再
開
し
ま
し
た
。会
場
は
、

外
出
自
粛
の
影
響
で
以
前
よ

り
人
出
は
ま
ば
ら
で
は
あ
り

ま
し
た
が
、
終
日
人
が
途
切

れ
ず
好
評
を
博
し
た
と
こ
ろ

で
す
。
ま
た
、
保
冷
軽
ト

ラ
ッ
ク（
通
称
ク
マ
ヤ
キ
号
）

で
の
ク
マ
ヤ
キ
や
豆
腐
な
ど

の
配
達
も
順
調
で
は
あ
る

も
の
の
、
小
麦
や
大
豆・小

豆・食
用
油
な
ど
の
原
材
料

費
の
高
騰
に
よ
り
、
税
引
前

当
期
利
益
３
９
３
万
３
千
円

減
、
法
人
税
等
充
当
額
８
万

円
を
差
し
引
き
、
当
期
利
益

４
０
１
万
３
千
円
減
と
い
う

結
果
に
な
り
ま
し
た
。

　
引
き
続
き
、
ク
マ
ヤ
キ
号

で
の
配
達
と
令
和
３
年
度
に

作
成
し
た
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（
Ｅ
Ｃ
サ
イ
ト
）に
よ
る
ネ
ッ

ト
販
売
の
強
化
を
図
り
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

　　
受
託
事
業
の
日
常
清
掃
業

務
８
施
設
、
特
別
清
掃
業
務

９
施
設
、
施
設
管
理
業
務
10

施
設
、
公
園
管
理
業
務
６
施

設
、
公
衆
浴
場
管
理
業
務
１

施
設
は
、
当
初
の
計
画
通
り

事
業
を
行
い
ま
し
た
が
、
特

別
清
掃
業
務
の
１
施
設
が
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

拡
大
防
止
の
た
め
、
受
託
業

務
中
止
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、
当
初
の
計
画
で
予
定
し

て
い
な
い
事
業
と
し
て
、
12

月
か
ら
運
行
車
両
変
更
に
伴

い
、
二
又
線
混
乗
ス
ク
ー
ル

バ
ス
か
ら
上
里
線
混
乗
ス

ク
ー
ル
バ
ス
へ
と
受
託
業
務

路
線
が
変
更
と
な
り
ま
し

た
。

　
指
定
管
理
者
事
業
の
グ
レ

ス
テ
ン
ス
キ
ー
に
つ
い
て

は
、
例
年
通
り
の
営
業
を
計

画
し
ま
し
た
が
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の

影
響
で
、
５
月
中
旬
か
ら
６

月
下
旬
ま
で
施
設
が
閉
鎖
と

な
り
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
雪

上
シ
ー
ズ
ン
前
の
団
体
合
宿

が
キ
ャ
ン
セ
ル
と
な
り
、
営

業
日
数
71
日
で
６
１
１
人

(

昨
年
度
１
１
９
８
人)

と

昨
年
度
を
大
幅
に
下
回
る
実

績
と
な
り
ま
し
た
。

　
津
別
21
世
紀
の
森
キ
ャ
ン

プ
場
に
つ
い
て
は
、
グ
レ

ス
テ
ン
ス
キ
ー
事
業
同
様

に
、
５
月
中
旬
か
ら
６
月
下

旬
ま
で
施
設
が
閉
鎖
と
な
り

ま
し
た
が
、
近
年
の
キ
ャ
ン

プ
ブ
ー
ム
に
よ
り
９
月
か

ら
10
月
ま
で
の
利
用
者
数

が
、
日
帰
り
利
用
者
98
人

（
昨
年
度
86
人
）、
宿
泊
利

用
者
２
３
５
４
人（
昨
年
度

３
２
９
人
）と
昨
年
度
を
大

幅
に
上
回
る
実
績
と
な
り
ま

し
た
。

　

経
営
状
況
に
つ
い
て
は
、

昨
年
度
に
引
続
き
、
剰
余
金

を
計
上
す
る
こ
と
が
で
き
、

安
定
し
た
経
営
状
況
と
す
る

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。ま
た
、

こ
れ
ら
の
業
務
を
行
う
に
あ

た
り
常
勤
職
員
、
パ
ー
ト
職

員
、
臨
時
職
員
、
季
節
職
員

の
職
員
総
数
52
人
の
人
員
体

制
で
業
務
を
行
い
ま
し
た
。

津別町振興公社損益計算書
令和3年4月1日～令和4年3月31日

〈
事
業
報
告
〉

〈
事
業
報
告
〉

　町では、産業、福祉、芸術文化、スポーツ、コミュニティー活動などさまざまな分野で地域の活性化を図
ることを目的に、まちづくりのリーダー育成および町民の自主的なまちづくり活動を支援する「人づくり・
まちづくり活動支援事業」を行っています。採択された事業には、補助金を交付しています。事業に応募さ
れる方・団体は、下記の要領でお申し込みください。

昨年度採択された事業　〈人づくり事業〉セロトニントレーナー養成講座受講　〈まちづくり事業〉つべつ学びラボ vol．1
〈まちづくり事業〉障がい児の青年期の自分らしいくらし方を考慮し障がい者支援を充実する事業

津別町人づくり・まちづくり活動支援事業
募集のお知らせ（令和４年度第２回）

人づくり活動支援事業 まちづくり活動支援事業

●事業内容　
　町民が国内外で研修する事業

●補助額　　
　補助対象経費の１／２以内
　※交付限度額：国内　８万円
　　　　　　　　国外２０万円

●事業内容　
　町内の団体が既存の活動の拡充となる自主的
　なまちづくり活動を行う事業

●補助額　　　
　補助対象経費の総額以内
　※交付限度額：１００万円（下限額５万円）

募集期間
　７月１１日（月）～８月１０日（水）
審査会
　８月下旬～９月上旬を予定（申請者と審査委員に
よるプレゼンテーション形式）

応募書類
　町ホームページ（https://www.town.tsubetsu.
hokkaido.jp/）からダウンロード、または
企画係 14 番窓口までお申し出ください。

事業の採択
　役場住民企画課の審査を経て、町民で構成された
審査員による審査会を開催し、事業の採択を決定し
ます（採択の可否は後日文書にて通知します）。

その他
●過去に申請した団体も別事業での申請が可能です。
●団体については、団体名義の口座が必要です。
　（採択後に補助金を振り込むため）
●補助対象外経費でも審査委員会で認められたもの
　については対象経費となります。

申請・問い合わせ先　企画係 14 番窓口　☎ 77 － 8374

年金 ミニ 知識
戸籍年金係8番窓口　☎77－8378

国民年金の加入手続き・保険料免除
申請等の電子申請を開始します
　国民年金１号被保険者の資格取得・種別変更・
保険料免除・納付猶予申請、学生納付特例申請に
ついては、マイナポータルを利用した電子申請が
できるようになりました。
　申請には、マイナンバーカードが必要となりま
すが、マイナポータルの情報を活用してスマート
フォンやパソコンで申請書等を作成することがで

きるため、紙の申請書より簡単に作成することが
できます。
　また、申請結果もスマートフォン等で確認する
ことができます。お手続きの際は、ぜひご利用く
ださい。
　詳しくは、日本年金機構のホームページ
をご覧ください。
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